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広島県自動車小売業最低賃金（現行） 

 

１ 適用する地域 

広島県の区域 

 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で自動車小売業（二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む）を除く。

以下同じ。）、当該産業において管理，補助的経済活動を行う事業所又は純粋持株会社

（管理する全子会社を通じての主要な経済活動が自動車小売業に分類されるものに

限る。）を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者。ただし、次に掲げる者を除く。 

（１） 18 歳未満又は 65 歳以上の者 

（２） 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

（３） 清掃又は片付けの業務に主として従事する者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

１時間９５８円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生の日 

令和４年 12 月 31 日 
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広島県特定（産業別）最低賃金の適用を受ける業種（日本標準産業分類） 

 

自動車小売業 

適用する使用者 

 広島県の区域内で自動車小売業（二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む）を除く。以

下同じ。）、当該産業において管理，補助的経済活動を行う事業所又は純粋持株会社（管理す

る全子会社を通じての主要な経済活動が自動車小売業に分類されるものに限る。）を営む使用

者 

日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）より 

（青字及び赤字は事務局にて加筆） 

Ⅰ59 機械器具小売業のうち 

Ⅰ590 管理，補助的経済活動を行う事業所（591 自動車小売業（5914 を除く）に限る） 

  Ⅰ5900 主として管理事務を行う本社等 

  Ⅰ5908 自家用倉庫 

  Ⅰ5909 その他の管理，補助的経済活動を行う事業所 

Ⅰ591 自動車小売業 

  Ⅰ5911 自動車（新車）小売業 

  Ⅰ5912 中古自動車小売業 

  Ⅰ5913 自動車部分品・附属品小売業 

  Ⅰ5914 二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む）（県最賃適用） 

 

  L7282 純粋持株会社（591 自動車小売業（5914 を除く）に限る） 

 

適用除外労働者 

 １ １８歳未満又は６５歳以上の者 

 ２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

 ３ 清掃又は片付けの業務に主として従事する者 
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大分類Ｉ－卸売業，小売業 

中分類５９－機械器具小売業 

総説 

この中分類には，主として自動車，自転車，電気機械器具など（それぞれの中

古品を含む）及びその部分品，附属品を小売する事業所が分類される。 

なお，自動車，自転車，電気機械器具の小売と修理を兼ねている事業所も本

分類に含まれる。 

整備，修理専業の事業所は大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）

[891，901～909]に分類される。 

590 管理，補助的経済活動を行う事業所（59 機械器具小売業） 

5900 主として管理事務を行う本社等 

主として機械器具小売業の事業所を統括する本社等として，自企業の経営を

推進するための組織全体の管理統括業務，人事・人材育成，総務，財務・経理，

法務，知的財産管理，企画，広報・宣伝，調査・研究開発，生産・プロジェクト管

理，不動産管理，情報システム管理，保有資機材の管理，仕入・原材料購入，役

務・資材調達等の現業以外の業務を行う事業所をいう。 

○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所 

5908 自家用倉庫 

機械器具小売業において，自企業の物品等を保管する事業所をいう。 

○自家用倉庫 

5909 その他の管理，補助的経済活動を行う事業所 

主として機械器具小売業における活動を促進するため，同一企業の他事業所

において，輸送，清掃，修理・整備，保安等の支援業務を提供する事業所をい

う。 

○車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家用集荷所 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/r.htm
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/r.htm
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/89.htm#891
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/90.htm#901
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/90.htm#909


別冊資料№2-3 

5 
 

591 自動車小売業 

5911 自動車（新車）小売業 

主として自動車（新車）を小売する事業所をいう。 

○自動車（新車）小売業 

×二輪自動車小売業[5914]；自動車一般整備業[8911]；自動車部分品・附属品

小売業[5913] 

5912 中古自動車小売業 

主として中古自動車を小売する事業所をいう。 

○中古自動車小売業 

×自動車（新車）小売業[5911]；自動車部分品・附属品小売業[5913] 

5913 自動車部分品・附属品小売業 

主として自動車の部分品及び附属品を小売する事業所をいう。 

○自動車部分品・附属品小売業；自動車タイヤ小売業；カーアクセサリー小売業；カ

ーエアコン小売業；カーステレオ小売業 

×二輪自動車部分品・附属品小売業[5914] 

5914 二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む）（県最賃適用） 

主として二輪自動車（原動機付自転車を含む）及びその部分品，附属品を小

売する事業所をいう。 

○二輪自動車小売業；スクータ小売業；原動機付自転車小売業；二輪自動車部分

品・附属品小売業 

 

7282 純粋持株会社 

本業を持たずに，他社の事業活動を支配する事業所をいう。 

○純粋持株会社 

http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/59.htm#5914
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/89.htm#8911
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/59.htm#5913
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/59.htm#5911
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/59.htm#5913
http://www.geocities.jp/roudoukankei/sanbun12/59.htm#5914


令和５年度　適用使用者数及び適用労働者数

（平成28年経済センサス等による）

1　製鉄業、鋼材、銑鉄鋳物、可鍛鋳鉄製造業、その他の鉄鋼業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

E220 管理，補助的活動を行う事業所

E2211 高炉による製鉄業

E223 製鋼を行わない鋼材製造業

E225 鉄素形材（銑鉄鋳物）製造業

E229 その他の鉄鋼業

計

2　建設用・建築用金属製品、その他の金属製品製造業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

E240 管理，補助的活動を行う事業所

E244 建設用・建築用金属製品製造業

E249 その他の金属製品製造業

計

3　はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

Ｅ25 はん用機械器具製造業

Ｅ26 生産用機械器具製造業

Ｅ27 業務用機械器具製造業

計

4　電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

Ｅ28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

Ｅ29 電気機械器具製造業

Ｅ30 情報通信機械器具製造業

計

別冊資料№2-4

2 5,079

使用者数 労働者数

1 1

10 588

39 1,143

176 2,392

228 9,203

使用者数 労働者数

16 59

539 5,609

60 1,535

615 7,203

使用者数 労働者数

339 8,291

使用者数 労働者数

871 18,295

24 433

1,234 27,019

57 6,723

253 6,553

8 211

318 13,487

6



5　自動車・同附属品製造業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

Ｅ310 管理，補助的活動を行う事業所

Ｅ311 自動車・同附属品製造業

計

6　船舶製造・修理業，舶用機関製造業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

Ｅ310 管理，補助的活動を行う事業所

Ｅ313 船舶製造・修理業，船用機関製造業

計

7　各種商品小売業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

Ｉ560 管理，補助的活動を行う事業所

Ｉ561 百貨店，総合スーパー   

Ｉ569 その他の各種商品小売業

計

8　自動車小売業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）

Ｉ590 管理，補助的活動を行う事業所

Ｉ591 自動車小売業

計

8 48

使用者数 労働者数

276 33,529

284 33,577

使用者数 労働者数

8 48

443 10,303

451 10,351

使用者数 労働者数

4 854

42 8,294

7

33 371

79 9,519

使用者数 労働者数

17 435

1,558 10,453

1,575 10,888



令和４年度　特定最低賃金の審議・決定状況

改定前額 改定前額 改定額 引上げ額

8 自動車小売 - 890 919 ＋29 改正 公正 8/1 8/9 9/16 有 9/30

14 自動車小売 - 879 903 ＋24 改正 公正 7/29 8/23 9/8 有 10/27

17 自動車小売 - 918 946 ＋28 改正 公正 7/20 7/28 8/23 有 10/11

21 自動車小売 - 869 897 ＋28 改正 協約 7/26 8/5 8/23 有 9/29

30 自動車小売 - 894 922 ＋28 改正 協約 7/19 7/28 8/10 有 10/19

50 自動車小売 - 988 1,018 ＋30 改正 公正 7/13 7/28 8/3 有 9/21

57 自動車（新車）小売 - 922 - - 改正 公正 6/21 8/2 8/23 無 -

68 自動車小売② - 842 - - 無 - - - - - -

新 設 自動車(新車)小売業 - 新設 - - 新設 協約 7/25 8/2 - 無 -

71 自動車（新車）小売 - 936 961 ＋25 改正 協約 7/7 8/5 8/23 有 10/28

76 自動車小売 - 769 - - 無 - - - - - -

110 自動車(新車）小売① - 800 - 無 - - - - -

111 自動車(新車）小売② - 943 - 改正 協約 6/27 7/1 8/4 無

130 自動車(新車）小売 - 939 - 改正 協約 7/20 7/28 8/31 無 -

137 自動車小売 - 993 - 改正 協約 6/29 7/6 10/31 無

146 自動車小売 - 930 963 ＋33 改正 協約 7/5 7/15 8/30 有 9/22

149 自動車小売 - 892 - 改正 協約 7/12 8/5 8/23 無

160 自動車（新車）小売 - 904 932 ＋28 改正 協約 7/6 8/25 8/25 有 10/12

175 自動車小売 - 930 958 ＋28 改正 公正 6/29 8/5 8/5 有 10/21

198 自動車(新車）小売 - 959 987 ＋28 改正 協約 6/27 7/28 8/17 有 10/4

213 自動車(新車）小売 - 872 902 ＋30 改正 公正 7/27 8/1 8/23 有 10/25

217 自動車(新車）小売 - 858 890 ＋32 改正 協約 7/14 8/2 8/26 有 10/13

220 自動車(新車）小売 - 872 902 ＋30 改正 協約 7/22 7/29 8/26 有 10/24

226 自動車（新車）小売 - 770 - 改正 協約 7/19 7/29 8/5 無

鹿 児 島 853
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最低賃金に関する実態調査の概要 
 

１ 調査の目的 

この調査は、労働者の賃金の実態を把握し、広島県最低賃金並びに広

島県特定(産業別)最低賃金改正のための基礎資料を得ることを目的として

実施する。 

 

２ 調査の範囲 

(1) 地 域 

広島県全域 

(2) 産  業 

日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改定）に基づく製造業、新聞業、

出版業、卸売業, 小売業、学術研究, 専門・技術サービス業、宿泊業、

飲食サービス業、生活関連サービス業, 娯楽業、医療, 福祉及びサー

ビス業である。 

(3) 事業所 

製造業及び新聞業、出版業については１～99 人、卸売業, 小売業、

学術研究, 専門・技術サービス業、宿泊業, 飲食サービス業、生活関連

サービス業, 娯楽業、医療, 福祉及びサービス業（他に分類されないも

の）については１～29人の民営事業所のうちから、「平成30年経済セン

サス（令和３年次フレーム）」に基づく規模、地域、業種別の母集団事業

所数を考慮し、無作為に抽出した事業所である。 

なお、小売業のうち、各種商品小売業及び自動車小売業については、

１～99 人の民営事業所を、各種飲食料品小売業については、規模にか

かわらず対象とした。 

(4) 労働者 

前号の事業所に雇用される労働者のうち、１～29 人の事業所は全労

働者、労働者 30～99 人の事業所は２分の１の労働者、そして 100 人以

上の事業所については、５分の１の労働者を調査範囲とした。 

 

３ 調査の時期及び方法 

調査は通信調査とし、令和５年６月分の賃金等について、５月から６月に

かけて調査を行った。 
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統計用語について 

○ 分位数、中位数とは 

数値の集まり（分布）があるとき、数値を低いものから高いものへと順に並べて、

低い方からみて全体の 20 分の１、10 分の１、４分の１などの境界に当たる数値を

当該分布の第１・20分位数、第１・10分位数、第１・４分位数と呼び、２分の１（即ち

中央）に当たる数値を当該分布の中位数と呼びます。 

 例： 

←低い       第１・４分位数        中位数          第３・４分位数        高い→ 

     

１/４ １/４ １/４ １/４ 

           A                 M                C 

中位数は、数値を順に並べたとき、数値の合計が奇数であれば、ちょうど真ん

中の数を、合計が偶数であれば、（n÷２）番目と（n÷２＋１）番目の値の算術平均

ということになります。中位数の利点は、賃金分布のような左右対称でない分布で

も、中位数以下の人が全体の半分、中位数以上の人も半分となるので、分布の標

準的な数値という意味において、算術平均より利用しやすい数値となる点です。 

 

○ 分布範囲とは 

分布範囲というのは、分布の最も大きい値と、最も小さい値の差をとったもので

す。この方法は簡単に計算できますが、極端に高い値や低い値があると、その影

響が現れてしまう欠点があります。 
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○ 分位偏差とは 

分布における低い値の代表を第１・４分位数、高い値の代表を第３・４分位数と

して分布の拡がりをみたものが４分位偏差です。 

中位数を中心として、第１・４分位数と第３・４分位数の範囲に分布の半分が入

っていることになります。 

４分位偏差を数式にすると、次のとおりとなります。 

Ｑ = （ C － A ）／２ 

Q：４分位偏差   A：第１・４分位数  C：第３・４分位数 

 

○ 分散係数とは 

分位偏差が等しくても、平均賃金が高い企業と低い企業とでは、分位偏差に対

する評価が異なってきます。 

中位数が 30 万円に対する４分位偏差５万円と、中位数 20 万円に対する４分位

偏差５万円とでは、分布に対する評価を同じとする訳にはいかないでしょう。 

賃金分布を評価する際は、中位数に対する分散度の大きさが一般的には重要

となります。その要素を加味したものが分散係数です。 

分散係数を、前述の分位偏差から出す数式は次のとおりです。 

４分位分散係数＝（ C － A ）／２Ｍ 

（分散係数は偏差係数ともいわれます。） 

A：第１・４分位数  C：第３・４分位数  M：中位数 
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○ 未満率・影響率とは 

未満率とは、現在決定されている最低賃金を下回っている労働者の割合をいい

ます。 

影響率とは、最低賃金を改定した場合、その改定後の最低賃金を下回ることに

なる労働者の割合をいいます。 
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最低賃金実態調査における分位偏差
（自動車小売業）

規模 内        訳 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

第１・20分位数（円） 852 900 897 909 918 945

対 前 年 増 減 率 4.16% 5.63% -0.33% 1.34% 0.99% 2.94%

第１・10分位数（円） 911 987 933 966 960 992

対 前 年 増 減 率 1.22% 8.34% -5.47% 3.54% -0.62% 3.33%

第１・４分位数（円） 1,136 1,278 1,108 1,130 1,140 1,153

対 前 年 増 減 率 4.12% 12.50% -13.30% 1.99% 0.88% 1.14%

中 位 数 （ 円 ） 1,383 1,548 1,375 1,381 1,376 1,381

対 前 年 増 減 率 4.85% 11.93% -11.18% 0.44% -0.36% 0.36%

労 働 者 数 10,848 9,815 9,433 10,848 10,495 9,409

第１・20分位数（円） 820 850 896 880 899 907

対 前 年 増 減 率 7.75% 3.66% 5.41% -1.79% 2.16% 0.89%

第１・10分位数（円） 850 900 942 920 930 958

対 前 年 増 減 率 -0.23% 5.88% 4.67% -2.34% 1.09% 3.01%

第１・４分位数（円） 1,026 1,009 1,096 1,091 1,093 1,056
9 対 前 年 増 減 率 0.98% -1.66% 8.62% -0.46% 0.18% -3.39%

中 位 数 （ 円 ） 1,318 1,348 1,355 1,350 1,359 1,359

対 前 年 増 減 率 3.53% 2.28% 0.52% -0.37% 0.67% -3.97%

労 働 者 数 4,743 3,970 3,304 3,766 3,566 3,107

第１・20分位数（円） 976 1,000 890 920 930 960

対 前 年 増 減 率 10.78% 2.46% -11.00% 3.37% 1.09% 3.23%

第１・10分位数（円） 1,039 1,000 920 979 1,011 1,023

対 前 年 増 減 率 7.78% -3.75% -8.00% 6.41% 3.27% 1.19%

第１・４分位数（円） 1,206 1,429 1,103 1,141 1,181 1,200
29 対 前 年 増 減 率 7.49% 18.49% -22.81% 3.45% 3.51% 1.61%

中 位 数 （ 円 ） 1,487 1,548 1,379 1,417 1,402 1,420

対 前 年 増 減 率 9.50% 4.10% -10.92% 2.76% -1.06% 1.28%

労 働 者 数 6,105 5,845 5,652 5,912 5,675 5,259

第１・20分位数（円） 1,026 964 930 982

対 前 年 増 減 率 - - - -6.04% -3.53% 5.59%

第１・10分位数（円） 1,123 1,000 964 1,063

対 前 年 増 減 率 - - - -10.95% -3.60% 10.27%

第１・４分位数（円） 1,259 1,179 1,120 1,181
99 対 前 年 増 減 率 - - - -6.35% -5.00% 5.45%

中 位 数 （ 円 ） 1,523 1,382 1,290 1,414

対 前 年 増 減 率 - - - -9.26% -6.66% 9.61%

労 働 者 数 477 1,170 1,254 1,043

（注） 資料出所：毎年の広島労働局「最低賃金実態調査」

自動車小売業の最低賃金

年 度 平成2９年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

時 間 額 868円 890円 912円 913円 930円 958円

発 効 日 H29.12.31 H30.12.31 R1.12.31 R2.12.31 R3.12.31 R4.12.31
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自動車小売業

最低賃金額　958円

中位数
時間当たりの
平均賃金額

円 円

1,381 1,502

円 円

1,305 1,433

円 円

1,420 1,527

円 円

1,414 1,579

（注） 資料出所　広島労働局「令和５年最低賃金実態調査」

規模（30～99人）

中位数・時間当たりの平均賃金額

全地域

規模計

規模（１～９人）

規模（10～29人）
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自動車小売業

最低賃金額　958円

未満率 未満労働者数

％ 人

6.0 562

％ 人

9.8 305

％ 人

4.2 221

％ 人

3.4 36

全労働者数 9,409

（注） 労働者数は、広島労働局「令和5年最低賃金実態調査」の調査対象産業及び調査対象

事業所規模に属する労働者の合計である。

規模計

規模（１～９人）

規模（10～29人）

規模（30～99人）

事業所規模別未満率

全地域
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最　低　賃　金　引　上　げ　試　算　表
（令和５年　自動車小売業）

アップ額 アップ率 時間額 影響率 （影響を受ける）労働者数

（円） （％） （円） （％） （人）
（未満率）

958 6.4 598

1 0.10 959 6.4 598

2 0.21 960 6.4 598

3 0.31 961 7.7 725

4 0.42 962 7.8 734

5 0.52 963 7.8 734

6 0.63 964 7.9 744

7 0.73 965 7.9 748

8 0.84 966 8.0 751

9 0.94 967 8.0 751

10 1.04 968 8.0 753

11 1.15 969 8.1 764

12 1.25 970 8.2 772

13 1.36 971 8.4 795

14 1.46 972 8.5 797

15 1.57 973 8.5 797

16 1.67 974 8.5 797

17 1.77 975 8.5 802

18 1.88 976 8.7 814

19 1.98 977 8.7 814

20 2.09 978 8.7 820

21 2.19 979 8.8 830

22 2.30 980 8.9 835

23 2.40 981 9.3 874

24 2.51 982 9.4 888

25 2.61 983 9.5 897

26 2.71 984 9.6 901

27 2.82 985 9.6 901

28 2.92 986 9.6 901

29 3.03 987 9.6 901

30 3.13 988 9.6 904

31 3.24 989 9.6 904

32 3.34 990 9.8 926

33 3.44 991 9.8 926

34 3.55 992 10.0 940

35 3.65 993 10.0 943

（注）全労働者数 9,409

（注） 「令和５年最低賃金実態調査」における「広島県自動車小売業最低賃金」の調査対象労働者数である。

【　現　行　】
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経　過　表

（　自動車小売業　）

 最賃時間額 引上額 引上率  未満率  影響率
 （円） （円） （％）  （％）  （％）

平成16年度 737 3 0.4 3.8 3.9

平成17年度 741 4 0.5 2.6 2.9

平成18年度 745 4 0.5 2.1 2.4

平成19年度 755 10 1.3 2.6 3.2

平成20年度 764 9 1.2 2.2 2.6

平成21年度 767 3 0.4 3.4 3.7

平成22年度 775 8 1.0 2.2 2.6

平成23年度 780 5 0.6 2.6 2.6

平成24年度 787 7 0.9 0.6 1.8

平成25年度 798 11 1.4 3.6 4.1

平成26年度 813 15 1.9 3.2 4.9

平成27年度 830 17 2.1 6.8 7.5

平成28年度 848 18 2.2 5.2 6.4

平成29年度 868 20 2.4 5.9 9.2

平成30年度 890 22 2.5 5.7 7.0

令和元年度 912 22 2.5 3.4 6.7

令和２年度 913 1 0.1 6.8 7.0

令和３年度 930 17 1.9 5.5 8.1

令和４年度 958 28 3.0 6.0 6.4

（注）資料出所：毎年の広島労働局「最低賃金実態調査」
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